
 

 

 

 

 

 

 

【今月の一言】 
ずいぶんと日も短くなり、冬の気配を感じるよう

になりました。 

先日、和時計の展示を見る機会がありました。 

季節や地域によって一刻の長さや１日の始まりが

異なる当時の時間の流れに触れ、時間は貴重である

というメッセージを先人達より受け取ったような

気持ちになり、冬を目前に身が引き締まりました。 

それでは今月もベイヒルズ社労士事務所便りを

お届けいたします。 

 

「労働時間等設定改善指針」「育児・介

護休業指針」が改正されました 

◆10月 1日より適用 

年次有給休暇や子の看護休暇・介護休暇を取得し

やすい環境整備を推進するため、「労働時間等設定

改善指針」および「育児・介護休業指針」が改正さ

れ、10月 1日より適用されています。 

いずれも企業に対して義務を課すものではあり

ませんが、「配慮」等が求められていますので、そ

れぞれのポイントをご紹介いたします。 

 

◆「労働時間等設定改善指針」の改正点 

＜ポイント１＞ 

「地域の実情に応じ、労働者が子どもの学校休業

日や地域のイベント等に合わせて年次有給休暇を

取得できるよう配慮すること」が盛り込まれました。 

＜ポイント２＞ 

「公民権の行使又は公の職務の執行をする労働

者について、公民としての権利を行使し、又は公の

職務を執行する労働者のための休暇制度等を設け

ることについて検討すること」が盛り込まれました。 

＜ポイント３＞ 

「仕事と生活の調和や、労働者が転職により不利

にならないようにする観点から、雇入れ後初めて年

次有給休暇を付与するまでの継続勤務期間を短縮

すること、年次有給休暇の最大付与日数に達するま

での継続勤務期間を短縮すること等について、

事業場の実情を踏まえ検討すること」が盛り込

まれました。 

 

◆「育児・介護休業指針」の改正点 

「子の看護休暇及び介護休暇について、労使

協定の締結をする場合であっても、事業所の雇

用管理に伴う負担との調和を勘案し、当該事業

主に引き続き雇用された期間が短い労働者であ

っても、一定の日数については、子の看護休暇

及び介護休暇の取得ができるようにすることが

望ましいものであることに配慮すること」が盛

り込まれました。 

 

 

「過重労働解消キャンペーン」が

11 月に実施されます！ 

◆「過重労働解消キャンペーン」とは？ 

長時間労働対策の強化が喫緊の課題となって

いる中、厚生労働省では「過労死等防止啓発月

間」の一環として「過重労働解消キャンペーン」

を 11 月に実施し、長時間労働の削減等の過重

労働解消に向けた取組みを推進するため、使用

者団体・労働組合への協力要請、リーフレット

の配布などによる周知・啓発等の取組みを集中

的に行うそうです。 

実施期間は 11月 1 日～30 日となっていま

す。 

 

◆主な実施内容 

（１）労使の主体的な取組の促進 

使用者団体や労働組合に対し、長時間労働削

減に向けた取組みに関する周知・啓発等につい

て、厚生労働大臣名による協力要請が行われ、

労使の主体的な取組みが促されます。また、都

道府県労働局においても同様の取組みが行われ

ます。 

 

（２）労働局長によるベストプラクティス企業へ

の職場訪問 

都道府県労働局長が長時間労働削減に向けた

積極的な取組みを行っている「ベストプラクテ

ィス企業」を訪問し、取組事例をホームページ

などで地域に紹介します。 

 

（３）過重労働が行われている事業場などへの重

点監督 

＜監督の対象となる事業場等＞ 

● 長時間にわたる過重な労働による過労死

等に係る労災請求が行われた事業場等 

● 労働基準監督署およびハローワークに寄

せられた相談等から、離職率が極端に高い

など若者の「使い捨て」が疑われる企業等 

＜重点的に確認される事項＞ 

● 時間外・休日労働が「時間外・休日労働に

関する協定届」（いわゆる 36 協定）の範

囲内であるか（法違反が認められた場合は

是正指導） 

● 賃金不払残業が行われていないか（法違反

が認められた場合は是正指導） 

● 不適切な労働時間管理については、労働時

間を適正に把握するよう指導 

● 長時間労働者に対しては、医師による面接

指導等、健康確保措置が確実に講じられる

よう指導 

＜書類送検＞ 

● 重大/悪質な違反が確認された場合は、送

検、公表 

 

（４）電話相談の実施 

都道府県労働局の担当者による、フリーダイ

ヤルでの相談、助言、指導が行われます。 

 

（５）キャンペーンの趣旨などについて周知・啓

発 

（６）過重労働解消のためのセミナー開催 

全国で合計 66 回、「過重労働解消のた

めのセミナー」が開催されます（参加無料）。 

 

 

11 月の税務と労務の手続［提

出先・納付先］ 
10日 

○ 源泉徴収税額・住民税特別徴収税額の

納付 [郵便局または銀行］ 

○ 雇用保険被保険者資格取得届の提出 

＜前月以降に採用した労働者がいる場

合＞ [公共職業安定所］ 

○ 労働保険一括有期事業開始届の提出 

＜前月以降に一括有期事業を開始して

いる場合＞ [労働基準監督署］ 

15日 

○ 所得税の予定納税額の減額承認申請書

（10月 31日の現況）の提出 

 [税務署］ 

30日 

○ 個人事業税の納付＜第２期分＞ 

 [郵便局または銀行］ 

○ 所得税の予定納税額の納付 

＜第２期分＞ [郵便局または銀行］ 

○ 健保・厚年保険料の納付 

 [郵便局または銀行］ 

○ 健康保険印紙受払等報告書の提出 

 [年金事務所］ 

○ 労働保険印紙保険料納付・納付計器使

用状況報告書の提出［公共職業安定所］ 

○ 外国人雇用状況の届出（雇用保険の被

保険者でない場合） 

＜雇入れ・離職の翌月末日＞［職安］ 

ベ イ ヒ ル ズ 社 労 士 事 務 所 便 り 

〒221-0052横浜市神奈川区栄町 1-1 KDX横浜ビル 6階  

TEL : 045-450-6701 （9:00～17:00） FAX ： 045-450-6706  

平成 29年 11月号 


